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証券コード　4960

平成29年６月８日

株 主 各 位

神 戸 市 中 央 区 京 町 8 3 番 地

代表取締役

会長兼社長
福 岡 直 彦

第36期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第36期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月22日（木曜日）

午後５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時
２．場 所 神戸市中央区港島中町６丁目９番１号

神戸国際会議場　５階　501号会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 　第36期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）　　

　事業報告及び計算書類内容報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 社外取締役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、事業報告、計算書類並びに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要
が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレ
ス　http://www.chemipro.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。
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株主各位
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（添付書類）

事　業　報　告

(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度における世界経済は、米国経済が企業業績や雇用、個人消費

ともに緩やかに拡大基調を維持し、新政権に対するポジティブな期待感も

加わりマーケット指標も上向いてまいりました。一方、欧州経済は企業業

績を中心に改善基調で推移してまいりましたが英国のＥＵ離脱に関わる不

安感は残り、投資抑制等の懸念も出ております。また、中国経済について

は年度初めの減速基調から横ばい推移に転じてはいるものの今後の動向に

ついては不透明であり、その他新興国経済も徐々に持ち直してきたものの

米国新政権による保護主義の強まり等による下振れが懸念されております。

このように、世界経済全体としては、米国を中心に上向き基調を維持して

まいりましたが、欧州や新興国にはそれぞれ不安要素が存在し、流動的な

状況で推移いたしました。

　一方、日本経済は雇用・所得環境の改善により個人消費の上向き基調が

維持され、企業業績も回復してまいりましたが、世界経済の不安定な状況

も鑑みれば、今後の景気浮揚を確信できる状況にはありません。

　このように国内外経済が推移する中で、当社の属するファインケミカル

業界は、安定していた原材料価格が原油価格動向の変化から上昇傾向に転

じてきた上に、為替動向も不安定で、グローバルな販売価格競争も緩和さ

れておらず、収益環境全般の厳しい状況に変化はありません。当然ながら、

当社も同様の環境に置かれておりますが、売上高については、引続き需給

バランスの変化等による紫外線吸収剤の増収に支えられ、前年と同水準で

推移してまいりました。しかしながら、当社の主力マーケットである欧州

自動車産業は、今後の英国とＥＵとの関係や米国新政権の政策動向等、複

数の懸案事項を抱えており、当社の経営環境についても引続き予断を許さ

ない状況が続いております。
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　このような状況の下、当社の当事業年度における業績は、化学品事業で

は主力製品である紫外線吸収剤が販売数量増加を主要因として売上高が増

加し、電子材料の売上も伸長いたしましたが、酸化防止剤他の製品は減収

となり化学品合計では減収となりました。また、ホーム産業事業の売上高

は、ほぼ前年と同水準となったことから全体では、前年同期比１億57百万

円減少の90億50百万円（前年同期比1.7％減）となりました。

　利益面は、グローバルな販売価格競争の継続はあるものの、利益率の高

い製品の売上高増加や各種経費の圧縮などから営業利益は４億52百万円

（同98.7％増）、経常利益も生産休止費用35百万円を計上したものの、補

助金収入等を計上した結果、３億57百万円（同215.3％増）となりました。

税引前当期純利益につきましては、平成28年９月に発生いたしました姫路

工場における小規模な火災事故に伴う損失48百万円を事故対策費として特

別損失に計上いたしましたが、付保しております企業総合保険・企業総合

補償保険による保険金が確定し、保険金収入89百万円があった結果、３億

88百万円（同242.7％増）となりました。当期純利益につきましては、法人

税、住民税及び事業税が81百万円となり法人税等調整額は５百万円となっ

たことから３億１百万円（同84.0％増）となりました。

　以下に各事業の概況をご報告いたします。

〔化学品事業〕

　当事業年度の売上高は、主力製品である紫外線吸収剤が販売数量増加等

により売上高が前年同期比２億55百万円増の59億45百万円（前年同期比

4.5％増）、電子材料も同59百万円増の２億37百万円（同33.4％増）とな

ったものの酸化防止剤では同１億59百万円減の２億76百万円（同36.5％

減）、製紙用薬剤が同75百万円減の１億86百万円（同28.8％減）、加えて

受託製品などを含むその他等で同１億83百万円減の13億５百万円（同

12.3％減）等となり、全体では同１億66百万円減の80億90百万円（同2.0％

減）となりました。

〔ホーム産業事業〕

　当事業年度の売上高は、新規商材販売による増収もあり木材保存薬剤の

売上高が前年同期比25百万円増加し、８億45百万円（前年同期比3.1％増）

となったものの全体では同８百万円増の９億59百万円（同0.9％増）とほぼ

横ばいとなりました。
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②　設備投資及び資金調達の状況

　当事業年度の設備投資は、７億９百万円でした。主な内訳は、相生工場

増設プラント工事着工に伴う工事代金３億70百万円の他、既存設備の更新

工事、分析機器の取得などによるものであります。

　なお、設備投資につきましては、自己資金及びリースによりまかないま

した。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 （単位：千円）

区　　分
第 33 期

(25.4.1～26.3.31)
第 34 期

(26.4.1～27.3.31)
第 35 期

(27.4.1～28.3.31)
第36期(当事業年度)
(28.4.1～29.3.31)

売 上 高 8,382,054 8,648,216 9,208,306 9,050,395

経 　  常 　  利 　  益 104,223 59,530 113,324 357,306

当  期  純  利  益 54,448 61,533 163,643 301,143

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 3円29銭 3円74銭 10円00銭 18円39銭

総 資 産 13,244,962 13,755,209 13,832,783 14,400,057

純 資 産 3,846,337 3,847,177 3,938,977 4,223,571

 (注) １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出してお
ります。

－ 4 －
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(3) 対処すべき課題

　世界経済は、米国経済が引続き拡大基調を維持しているなど全体として安

定しつつありますが、米国新政権による各種政策の動向が、欧州や中国を含

む新興国経済に影響を及ぼす懸念や英国のＥＵ離脱に関わる不安感もあり依

然として不透明な状況で推移しております。

　また、日本経済も個人消費等を中心に改善基調で、企業業績も安定しつつ

ありますが世界経済の状況も鑑みれば予断を許さない状況です。

　このような環境下ではありますが、次期（平成30年３月期）の通期予想に

つきましては、売上高において、当社主力製品である紫外線吸収剤などのプ

ラスティック添加剤が引続き堅調であることと、新規ビジネスである有機Ｅ

Ｌ材料の販売増加等も加味し100億円を見込んでおります。一方、利益面につ

きましては、引続き利益率の高い製品の販売強化や一層の経費圧縮に努める

ものの、販売価格競争の状況に変化がないことや原材料価格の上昇、新規設

備投資による減価償却費等の増加もあり営業利益３億70百万円、経常利益２

億50百万円、当期純利益１億50百万円となる見込みであります。

　当社といたしましては、引続きグローバルな販売強化と付加価値の高いビ

ジネスを積極的に展開することにより収益の拡大に努め、増産体制の構築、

生産性向上及び改善など利益体質の改善に向けた経営戦略の実現により、適

切な利益の確保を行い、安定した配当の継続と内部留保の充実を図ってまい

ります。また、グローバル化に対応すべく、優秀な人材の確保・育成に努め

てまいります。加えて、利益確保と適正在庫などによる財源確保により、有

利子負債の圧縮に努め、財務体質の健全化と自己資本利益率の向上を目指し

てまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申しあげます。

－ 5 －
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(4) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

有機化学工業薬品（紫外線吸収剤、写真薬中間体、電子材料、製紙用薬剤、

酸化防止剤、木材保存薬剤等の製品）の製造販売

(5) 部門別売上高の概況（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

事 業 別 品　目

第 34 期
(26.4.1～27.3.31)

第 35 期
(27.4.1～28.3.31)

第36期(当事業年度)
(28.4.1～29.3.31第

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

化学品事業 紫外線吸収剤 5,104,856 59.0 5,690,027 61.8 5,945,838 65.7

酸 化 防 止 剤 337,973 3.9 436,012 4.7 276,953 3.1

製 紙 用 薬 剤 327,533 3.8 262,282 2.8 186,855 2.1

写真薬中間体 174,866 2.0 202,287 2.2 138,009 1.5

電 子 材 料 139,681 1.6 178,327 1.9 237,880 2.6

そ の 他 1,696,187 19.6 1,488,330 16.2 1,305,006 14.4

（小　計） 7,781,096 90.0 8,257,269 89.7 8,090,542 89.4

ホーム産業事業 木材保存薬剤 760,082 8.8 820,559 8.9 845,620 9.3

そ の 他 107,038 1.2 130,477 1.4 114,232 1.3

（小　計） 867,120 10.0 951,036 10.3 959,853 10.6

合 計 8,648,216 100％ 9,208,306 100％ 9,050,395 100％

（注）１．数量については、同一品目の中でも種類が多く、かつ仕様も多岐にわたるため、記載

を省略しております。

２．金額は、販売価格で表示しており、消費税等を含んでおりません。

３．主要品目は、事業毎に分類して表示しております。

４．化学品事業のその他には、受託製品等を含めております。

(6) 主要な事業所（平成29年３月31日現在）

本　　社　　　　神戸市中央区京町83番地

研 究 所　　　　相生、福島

工　　場　　　　明石、姫路、相生、大阪、福島

営 業 所　　　　大阪、福岡、関東（埼玉県日高市）
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(7) 従業員の状況（平成29年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

223（8）名 13名増（△1） 40.7歳 12.4年

（注）従業員数は就業員数で、従業員、嘱託、受入出向者を含んでおります。またパート及び派

遣社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,376百万円

株 式 会 社 み な と 銀 行 1,350

株 式 会 社 中 国 銀 行 693

株 式 会 社 り そ な 銀 行 585

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 575

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 551

２．株式の状況（平成29年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 66,000,000株

(2) 発行済株式の総数 16,623,613株

(3) 株主数 1,590名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

一 般 財 団 法 人 福 岡 直 彦 記 念 財 団 2,791千株 17.0％

福 岡 靖 介 1,734 10.6

船 坂 陽 子 1,733 10.6

Ｂ Ａ Ｓ Ｆ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 1,270 7.8

ケ ミ プ ロ 化 成 取 引 先 持 株 会 793 4.8

株 式 会 社 み な と 銀 行 593 3.6

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 304 1.9

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ モ ル ガ ン・ス タ ン レ ー 証 券 株 式 会 社 295 1.8

丸 紅 ケ ミ ッ ク ス 株 式 会 社 249 1.5

大 阪 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 195 1.2

（注）上記のほか、当社が保有している自己株式が240,657株（1.5％）あります。

　　　なお、自己株式には信託が保有する当社株式178,200株を含めております。

　　　持株比率は自己株式数（240,657株）を控除して計算しております。

－ 7 －
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３．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当又は重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 兼 社 長 福 岡 直 彦

代 表 取 締 役 副 社 長 兼 俊 寿 志 管理本部長
兼 コンプライアンス担当役員

取 締 役 江 間 清 二

取 締 役 柳 　 雅 二
株式会社ショーケース・ティービ
ー 社外取締役

常 勤 監 査 役 清 水 俊 造

監 査 役 常 本 良 治

監 査 役 藤 田 　 健 弁護士

監 査 役 橋 詰 克 己
ＢＡＳＦジャパン株式会社
法務・リアルエステート＆ファシ
リティーマネジメント本部長

（注）１．当事業年度中の取締役の異動

　　　　①平成28年６月24日開催の第35期株主総会において、柳雅二氏が取締役に新たに選任さ

れ就任いたしました。

　　　　②平成28年６月24日開催の第35期株主総会終結の時をもって、河井典生氏、金子勇一氏、

杉本治氏は任期満了により退任いたしました。

　　　２．当事業年度中の監査役の異動

　　　　①平成28年６月24日開催の第35期株主総会において、常本良治氏、藤田健氏、橋詰克己

氏が監査役に新たに選任され就任いたしました。

　　　　②平成28年６月24日開催の第35期株主総会終結の時をもって、香山敏廣氏、大石建氏は

任期満了により退任し、梅田和路氏は辞任により退任いたしました。

　　　３．取締役江間清二氏及び取締役柳雅二氏は社外取締役であり、東京証券取引所に独立役

員として届け出ております。

　　　４．監査役常本良治氏及び藤田健氏は社外監査役であり、東京証券取引所に独立役員とし

て届け出ております。

　　　５．監査役常本良治氏は、公認会計士の資格を有し、会計及び税務に関する相当程度の知

見を有しております。

６．監査役藤田健氏は、弁護士の資格を有し、法務に関する相当程度の知見を有しており

ます。

　　　７．監査役橋詰克己氏は社外監査役であり、当社の特定関係事業者であるＢＡＳＦジャパ

ン株式会社の法務・リアルエステート＆ファシリティーマネジメント本部長でありま

す。また、当社の主要取引先である同社は、当社の株主(所有株式7.8％)であります。

－ 8 －
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(2) 取締役及び監査役に対する報酬等の総額

区 分 人 員 報酬等の総額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

７名
（２）

113,755千円
（6,300）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

７
（６）

20,100
（9,300）

合 計
（う　 ち　 社　 外　 役　 員）

14
（８）

133,855
（15,600）

（注）１.上記には、平成28年6月24日開催の第35期定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役３名及び社外監査役３名を含んでおります。

２.取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３.取締役（社外取締役を除く）の報酬等の総額には、当事業年度末における役員株式給付

規程に基づく当社株式の給付見込額6,655千円を含めております。

－ 9 －
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(3) 社外役員に関する事項

　①　監査役橋詰克己氏は、ＢＡＳＦジャパン株式会社の法務・リアルエステー

ト＆ファシリティーマネジメント本部長を兼務しております。なお、同社

は、化学品事業の主要取引先であり、当社の特定関係事業者であります。

　②　当事業年度における主な活動状況

・取締役江間清二氏は、当事業年度開催の取締役会17回の全てに出席し、

社外取締役として専門的な見地から意見を述べております。

・取締役柳雅二氏は、当事業年度開催の取締役会17回中、就任後に開催さ

れた取締役会13回の全てに出席し、社外取締役として専門的な見地から

意見を述べております。

・監査役常本良治氏は、当事業年度開催の取締役会17回中、就任後に開催

された取締役会13回の全てに出席しております。また監査役会９回中、

就任後に開催された監査役会５回の全てに出席し、公認会計士としての

経験を活かし専門的な見地から意見を述べております。

・監査役藤田健氏は、当事業年度開催の取締役会17回中、就任後に開催さ

れた取締役会13回の全てに出席しております。また監査役会９回中、就

任後に開催された監査役会５回の全てに出席し、弁護士としての専門的

な見地から意見を述べております

・監査役橋詰克己氏は、当事業年度開催の取締役会17回中、就任後に開催

された取締役会13回中12回に出席しております。また監査役会９回中、

就任後に開催された監査役会５回の全てに出席し、当社事業と関連の深

い分野における専門的な知識と幅広い経験から意見を述べております。

　③　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定め

る最低責任限度額を限度としております。

－ 10 －
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称　　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 25百万円

② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利

益の合計額

25百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査

と金融商品取引法に基づく監査の額を区分しておらず、実質的に

も区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載して

おります。

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額について監査役会が同意した理

　　由

　　当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関す

る実務指針」を踏まえ、監査方法及び監査内容などを確認し、検討した結果、

会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査役人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会

におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

－ 11 －
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（1)　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概

要は以下のとおりであります。

①　取締役、従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　企業倫理規程をはじめとするコンプライアンス体制にかかる規程を、役

員及び従業員が法令及び定款並びに社会規範を遵守した行動をとるための

行動規範とする。また、その徹底を図るため、総務部においてコンプライ

アンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に従業員教育

等を行う。

内部監査室は、総務部と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監査す

る。これらの活動は、定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものと

する。

法令上、疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段と

して、ホットラインを設置し、通報者に不利益が及ばない事を保証し、運

営する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書取扱規程にしたがい、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁

的媒体（以下文書等という）に記録し、保存する。取締役及び監査役は、

常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程、その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理

等にかかるリスクについては、それぞれの担当部署において、規則やガイ

ドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成及び配布等を行うものと

し、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部が行うものとす

る。

　新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに対応責任者

となる取締役を定め、対応する。

－ 12 －
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　　④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、取締役及び従業員が共有する全社的な目標を定め、業務担

当取締役はその目標達成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分配、

意思決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定め、Ｉ

Ｔを活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を促すこと

を内容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。

⑤　当会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

子会社においても、各組織、指揮命令系統、責任及び権限を報告する義

務を設定し、企業集団全体を網羅的・統括的に管理する。

内部監査室は、当会社と同様に子会社の内部監査を実施する。

　　⑥　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事

項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役は、特定の従業員に監査業務に必要な事項を指示することができ

るものとし、監査役より監査業務に必要な指示を受けた従業員は、その指

示を最優先して業務に従事するものとし、当該最優先業務に関しては取締

役等の指揮命令を受けないものとする。

　⑦　監査役への報告に関する体制、並びに報告をした者が当該報告をしたこ

とを理由として不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　取締役及び従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び子

会社からなる企業集団に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、

コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容を、必要に

応じて適宜報告する体制を整備する。

　内部監査室は、監査結果を適時、適切な方法で監査役に報告する。

　通報者に不利益が及ばない内部通報窓口(ホットライン)への通報状況と

その処理の状況を定期的に監査役に報告する。

　内部通報窓口(ホットライン)への通報内容が、監査役の職務の執行に必

要な範囲に係る場合及び通報者が監査役への通報を希望する場合は、速や

かに監査役に通知する。
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　⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　監査役より、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は請求等が

あったときは、その職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速

やかに当該費用又は請求の精算を行う。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

（2)　内部統制のシステム運用状況

　企業倫理規定をはじめとするコンプライアンス体制に係る規定を「コン

プライアンス・マニュアル」小冊子として、すべての役職員に配布し教育

訓練を実施しております。財務報告の有効性に関する評価並びに各事業部

門における業務処理統制の状況については、内部監査室が計画的に実施す

る業務処理統制監査において検証を行い、法令遵守の状況については、常

勤監査役と内部監査室が連携して計画的あるいは抜き打ち的に実施する内

部監査活動において検証しており、各々の検証結果については内部監査報

告書として代表取締役及び常勤監査役に対し、報告を行っております。ま

た、常勤監査役は、経営に重大な影響を及ぼすリスクについて業務執行を

行う取締役が適切に対応しているか確認検証しており、その検証結果は監

査役会において情報共有し、必要に応じて代表取締役に意見交換会を通じ

て報告を行っております。

６．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、経営環境、業績、将来の事業展開等を総合的に勘案した上で財

務体質の強化を図りつつ、安定的に配当を行うことを基本方針としており

ます。また、当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこ

とを基本方針としております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末

配当については株主総会、中間配当につきましては取締役会であります。

　本事業報告中の記載金額及び株式数の表示単位未満は切り捨てて、また比率

の表示桁数未満は四捨五入で表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
［資　 産　 の　 部］ ［負　 債　 の　 部］
流　動　資　産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
製 品
半 製 品
仕 掛 品
原 材 料
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 及 び 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
特 許 権
電 話 加 入 権

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
破 産 ・ 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
敷 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

8,877,138
3,338,421

43,384
1,880,887

12,372
2,036,314
568,064
171,752
565,843
23,433
54,071
91,639
77,296
23,643
△9,985

5,522,918
5,261,748
1,035,126

79,465
394,070

332
80,361

2,870,604
431,267
370,520
18,134
9,060
1,093
7,979

243,035
134,877
10,800
17,072
3,807
17,553
75,997

△17,072

流　動　負　債 6,731,598
支 払 手 形 194,136
電 子 記 録 債 務 474,528
買 掛 金 955,042
短 期 借 入 金 2,900,000
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,136,465
リ ー ス 債 務 94,164
未 払 金 413,963
未 払 費 用 143,937
未 払 法 人 税 等 77,716
預 り 金 15,727
前 受 収 益 448
賞 与 引 当 金 94,174
設 備 支 払 手 形 4,173
営業外電子記録債務 197,516
そ の 他 29,602

固　定　負　債 3,444,887
長 期 借 入 金 2,374,945
リ ー ス 債 務 334,771
繰 延 税 金 負 債 11,079
退 職 給 付 引 当 金 393,440
未払役員退職慰労金 300,200
株 式 給 付 引 当 金 10,648
そ の 他 19,803

負 債 合 計 10,176,485

[純  資  産  の  部]
株　主　資　本 4,177,662
資　　　本　　　金 2,155,352
資  本  剰  余  金 1,052,562
資 本 準 備 金 1,052,562

利  益  剰  余  金 1,021,079
その他利益剰余金 1,021,079

繰 越 利 益 剰 余 金 1,021,079
自 　 己 　 株 　 式 △51,332
評 価 ・ 換 算 差 額 等 45,909
その他有価証券評価差額金 45,909

純 資 産 合 計 4,223,571
資 産 合 計 14,400,057 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,400,057

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 15 －
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損　益　計　算　書

(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 製 品 売 上 高 8,795,572

商 品 売 上 高 254,823 9,050,395

売 上 原 価 期 首 製 品 た な 卸 高 1,405,581

期 首 商 品 た な 卸 高 12,261

当 期 商 品 仕 入 高 203,810

他 勘 定 振 替 高(注２) △8,655

当 期 製 品 製 造 原 価 7,930,858

差 引 計 9,543,856

期 末 製 品 た な 卸 高 △2,036,314

期 末 商 品 た な 卸 高 △12,372 7,495,170

売 上 総 利 益 1,555,225

販売費及び一般管理費 1,103,017

営 業 利 益 452,207

営 業 外 収 益 受 取 利 息 19

受 取 配 当 金 3,419

賃 貸 料 収 入 12,060

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 5,061

為 替 差 益 3,176

補 助 金 収 入 6,915

雑 収 入 5,427 36,081

営 業 外 費 用 支 払 利 息 78,601

賃 貸 料 原 価 7,210

生 産 休 止 費 用 35,713

雑 損 失 9,456 130,982

経 常 利 益 357,306

特 別 利 益 保 険 金 収 入 89,740 89,740

特 別 損 失 固 定 資 産 除 却 損 628

減 損 損 失 5,056

固 定 資 産 撤 去 費 用 4,300

事 故 対 策 費 48,586 58,572

税 引 前 当 期 純 利 益 388,474

法人税、住民税及び事業税 81,341

法 人 税 等 調 整 額 5,989 87,331

当 期 純 利 益 301,143

（注）１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．他勘定振替高は、販売費等振替高8,655千円であります。
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,155,352 1,052,562 1,052,562 761,346 761,346 △54,506 3,914,755

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △41,409 △41,409 △41,409

当 期 純 利 益 301,143 301,143 301,143

自己株式の取得 △819 △819

自己株式の処分 3,993 3,993

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － 259,733 259,733 3,173 262,906

当 期 末 残 高 2,155,352 1,052,562 1,052,562 1,021,079 1,021,079 △51,332 4,177,662

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 24,221 24,221 3,938,977

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △41,409

当 期 純 利 益 301,143

自己株式の取得 △819

自己株式の処分 3,993

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

21,687 21,687 21,687

事業年度中の変動額合計 21,687 21,687 284,594

当 期 末 残 高 45,909 45,909 4,223,571

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 17 －

株主資本等変動計算書



2017/05/26 14:17:44 / 16268776_ケミプロ化成株式会社_招集通知

個別注記表

１．重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　関連会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

　　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品・製品・半製品・原材料・

　仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法

③　長期前払費用　　　　　　　　　均等償却

④　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。
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④　株式給付引当金　　　　　　　　役員株式給付規程に基づく取締役への当社株式の給付

に備えるため、当事業年度末において株式給付債務の

見込額に基づき計上しております。

(4) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段・・・・為替予約取引

ヘッジ対象・・・・外貨建金銭債権債務

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　外貨建取引における為替変動のリスクを回避する目的

で為替予約取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　振当処理を採用しているため、有効性の評価は行って

おりません。

(5) 消費税等の会計処理方法　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(6) 追加情報

　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年

３月28日）を当事業年度から適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記

　　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更し

ております。

　　これらによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微であり

ます。
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３．貸借対照表注記

(1) 担保資産

①　担保に供している資産

建物 564,274千円

構築物 27,144千円

土地 2,818,515千円

投資有価証券 52,942千円

計 3,462,876千円

②　担保資産に対応する債務

短期借入金 1,975,000千円

長期借入金 1,514,500千円

(1年以内返済予定額含む)

計 3,489,500千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,731,578千円

(3) 関係会社に対する金銭債務 55,449千円

４．損益計算書注記

(1）関係会社との取引高は、次のとおりであります。

関係会社との営業取引高

原材料仕入高 116,545千円

関係会社との営業取引以外の取引高 4,440千円

(2）通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 11,716千円

(3) 減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

福島県田村市滝根町 遊休資産 建物

　　　当社は、原則として、事業用資産については事業セグメントを基準としてグルーピングを

行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　　　当事業年度において、事業の用に供していない遊休資産のうち、使用見込みが予定できな

いと判断した上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（5,056

千円）として特別損失に計上しております。

　　　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物については転用・

売却が困難であるため、正味売却価額を零円としております。

(4) 保険金収入及び事故対策費の内容は次のとおりであります。

　　　当社は、平成28年９月に発生いたしました姫路工場における小規模な火災事故に伴う損失

48,586千円を、事故対策費として特別損失に計上しております。なお、本火災事故に係わる

保険金の受取総額89,740千円を保険金収入として特別利益に計上しております。
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５．株主資本等変動計算書注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 16,623,613株 －株 －株 16,623,613株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 257,662株 2,795株 19,800株 240,657株

（注）1.当事業年度増加株式数は単元未満株式の買取請求による取得であります。

　　　2.当事業年度減少株式数は株式給付信託（ＢＢＴ）における当社退任取締役への自己株式

の給付であります。

　　　3.株主資本において自己株式として計上されている株式数には、信託に残存する自社の株

式が当事業年度期首198,000株及び当事業年度末178,200株が含まれております。

　(3) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

(4) 配当に関する事項

①　配当金支払額

（決議）
株式の
種類

配当金の
総額

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日
配当の
原資

平成28年
６月24日

定時株主総会
普通株式 41,409千円 ２円50銭

平成28年
３月31日

平成28年
６月27日

利益剰余金

（注）平成28年６月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行

株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金495千円が含まれております。

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（決議予定）
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成29年
６月23日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 82,805千円 5円00銭

平成29年
３月31日

平成29年
６月26日

（注）平成29年６月23日定時株主総会決議予定による配当金の総額には、資産管理サービス信託

銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金891千円が含まれておりま

す。
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６．税効果会計に関する注記

  　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　繰延税金資産

　　退職給付引当金 120,418千円

　　未払役員退職慰労金 91,861千円

　　たな卸資産評価損 93,278千円

　　繰越税額控除 51,465千円

　　その他 101,261千円

　繰延税金資産小計 458,284千円

　　評価性引当額 △339,656千円

　繰延税金資産合計 118,628千円

　繰延税金負債

　　未収入金 21,729千円

　　その他有価証券評価差額金

　　その他

15,927千円

411千円

　繰延税金負債合計 38,068千円

繰延税金資産の純額 80,559千円

７．退職給付会計に関する注記

(1）確定拠出年金制度と退職一時金制度を設けております。

(2）退職給付債務に関する事項

退職給付債務 393,440千円

退職給付引当金 393,440千円

※当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(3）退職給付費用に関する事項

勤務費用 65,011千円

退職給付費用 65,011千円

※当社は退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。

８．金融商品に関する注記事項

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行

借入による方針であります。デリバティブは、為替変動リスクを回避するために利用し、

投機的な取引は行わない方針であります。
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②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、外貨建ての

営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社の与信

管理規程に従い、リスク低減を図っております。また、為替の変動リスクに関しては、為

替予約を利用してヘッジしております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対

象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「重要な会計方針」に

記載されている「ヘッジ会計の方法」に記載しております。

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っ

ております。

営業債務である支払手形、買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日で

あります。

借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務の使途は、運転資金（主

として短期）及び設備投資資金であります。

金融商品取引については取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従い、財務経理

部が決裁権限者の承認を得て行っております。
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(2）金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません（（注２）参照）。

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

(１) 現金及び預金 3,338,421千円 3,338,421千円 －千円

(２) 受取手形 43,384千円 43,384千円 －千円

(３) 売掛金 1,880,887千円 1,880,887千円 －千円
(４) 投資有価証券
　　　 その他有価証券

131,718千円 131,718千円 －千円

(５) 支払手形  （＊1） 198,309千円 198,309千円 －千円

(６) 電子記録債務  （＊1） 672,044千円 672,044千円 －千円

(７) 買掛金 955,042千円 955,042千円 －千円

(８) 短期借入金 2,900,000千円 2,900,000千円 －千円

(９) 未払金 413,963千円 413,963千円 －千円

(10) 長期借入金（＊2） 3,511,410千円 3,510,928千円 △481千円

(11) リース債務（＊2） 428,935千円 429,922千円 987千円

（＊1）設備支払手形、営業外電子記録債務を含めております。

（＊2）１年以内に期限到来の流動負債に含まれている長期借入金及びリース債務を含めておりま

す。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

なお、一部の外貨建売掛金は、為替予約の振当処理の対象とされており、ヘッジ対象と

される売掛金と一体として処理しているため、その時価は売掛金の時価に含めて記載して

おります。

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5) 支払手形、(6) 電子記録債務、(7）買掛金、(8）短期借入金、（9）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(10) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。

(11) リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 24 －

個別注記表
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

貸借対照表計上額

投資有価証券
　非上場株式

3,158千円

関係会社株式 10,800千円

未払役員退職慰労金 300,200千円

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため上表には含めておりません。

９．関連当事者との取引に関する注記

　　  役員及び主要株主等

　　　該当事項はありません。

10．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 257円80銭

(2) １株当たり当期純利益 18円39銭

(注) 資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が保有する当社株式を、「１株当たり純資

産額」の算定上、期末発行株式数から控除する自己株式に含めております（当事業年度 

178,200株）。また、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております（当事業年度 184,438株）。

－ 25 －

個別注記表
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月15日

ケミプロ化成株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田中　基博 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三井　孝晃 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ケミプロ化成株式会社の

平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ

いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示する

ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続きが実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び

適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討す

ることが含まれる。

－ 26 －

会計監査人の監査報告
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の

財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

　以　上

－ 27 －

会計監査人の監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第36期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め

る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され

ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明しました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業

報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

－ 28 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」

を踏まえ、監査方法等を確認し、検討した結果、有限責任 あずさ監査法

人の報酬は相当であると会社法第399条第１項の同意をしております。

平成29年５月19日

ケミプロ化成株式会社　監査役会

常勤監査役 清 水 俊 造 

社外監査役 常 本 良 治 

社外監査役 藤 田 　 健 

社外監査役 橋 詰 克 己 

以　上

－ 29 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　　剰余金処分の件

　当社は、経営環境、業績、将来の事業展開等を総合的に勘案したうえで、

財務体質の強化を図りつつ、安定的かつ継続的に配当を行うことを基本方針

としております。

　第36期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を

勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金５円00銭

配当総額　82,805,780円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月26日といたしたいと存じます。

－ 30 －

剰余金処分の件
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第２号議案　　社外取締役１名選任の件

　社外取締役２名のうち１名は、本総会終結の時をもって任期満了となりま

す。

　つきましては、企業ガバナンス強化の観点から独立性のある社外取締役１

名の選任（再任）をお願いするものであります。

　社外取締役候補者は、次のとおりであります。

氏　　　　　　　　　名
（　生　年　月　日　）

略歴、当社における地位及び
担当並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

え　　ま　　　せ い じ
江　　間　　　清　　二
（昭和17年11月27日生）

昭和41年３月　中央大学法学部卒
昭和41年４月　防衛庁入庁
平成２年７月　防衛庁長官官房防衛審議官
平成３年６月　大蔵省名古屋税関長
平成７年６月　防衛庁長官官房長
平成９年７月　内閣官房内閣安全保障室長
平成10年11月　防衛庁事務次官
平成12年１月　退官
平成27年６月　当社社外取締役　　　　　
　　　　　　（現在に至る）

－株

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

　　　２．候補者は、現在当社の社外取締役でありますが、在任期間は、本総会終結の時を

もって２年となります。

　　　３．候補者の任期は、他の在任取締役の任期満了する時までであります。

　　　４．候補者を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届出ております。

　　　５．候補者を社外取締役候補者とした理由及びその職務を適切に遂行出来るものと

判断した理由は、経歴に裏付けされた高い見識と高度な組織運営経験を当社経営

に反映し、業務執行を行う経営陣から独立した客観的視点から提言を頂けるもの

と判断したためであります。

　　　６．当社は、候補者との間で当社定款の定めに従い、法令に定める限度額まで損害賠

償責任を限定する責任限定契約を締結しております。同氏の再任が承認された

場合は、当該契約を継続する予定であります。

以　上

－ 31 －

社外取締役１名選任の件



2017/05/26 14:17:44 / 16268776_ケミプロ化成株式会社_招集通知

株主総会会場ご案内図

神戸市中央区港島中町６丁目９番１号

神戸国際会議場　５階 501号会議室

電話 078-302-5200

明石・姫路方面

市営地下鉄

新幹線

新神戸 新大阪・京都方面

県庁前

花隈　 梅田　
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※ＪＲ線三ノ宮駅、阪急線及び阪神線神戸三宮駅よりポートライナー／
市民広場駅下車 徒歩２分。
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